
瀬戸市告示第１３号 

瀬戸市道路占用料条例（昭和４８年瀬戸市条例第１９号。以下「道路占

用料条例」という。）第７条各号に掲げる占用物件の占用料及び瀬戸市公

共用物の管理に関する条例（平成５年瀬戸市条例第１４号。以下「公共用

物管理条例」という。）第１０条各号に掲げる占用に係る占用料等につい

ては、道路占用料条例第４条及び公共用物管理条例第７条に定める占用料

等からそれぞれ次の占用物件の種類及び区分に応じた減免率を乗じて得た

額を減免することとし、平成２３年４月１日から施行する。 

  平成２３年２月２８日 

瀬戸市長 増 岡 錦 也  

占用物件の種類 区分 減免率 

道路法（昭和２７年法律第１

８０号）第３５条に規定する

事業（道路法施行令（昭和２

７年政令第４７９号）第１８

条に規定するものを除く。）

及び地方財政法（昭和２３年

法律第１０９号）第６条に規

定する公営企業（以下「公営

企業」という。）に係るもの 

 １００分の

１００ 

 

電気事業法（昭和３９年法律

第１７０号）第２条第１項第 

電柱又は電話柱に共架するも

の 

１００分の

３０ 

１０号に規定する電気事業

者（同項第８号に規定する特 

架空の道路縦横断電線及び電

話線のうち、その支持物が道路 

１００分の

１００ 



定規模電気事業者を除く。）

又は電気通信事業法（昭和５

９年法律第８６号）第１２０ 

及び公共用物の区域外にあっ

て電線及び電話線のみが占用

するもの 

 

条第１項に規定する認定電

気通信事業者が設ける架空 

架空の各戸引込電線及び電話

線 

１００分の

１００ 

の電線又は電話線及び各戸

引込地下埋設管 

各戸引込地下埋設管 １００分の

１００ 

占用物件たる電柱又は電話

柱を支えている支柱及び支

線 

 １００分の

１００ 

街灯、防犯灯その他道路交通

の安全又は円滑を図る効用

を有するもの 

 １００分の

１００ 

水道法（昭和３２年法律第１

７７号）の規定に基づいて設

ける水管（公営企業に該当す

るものを除く。） 

 １００分の

１００ 

ガス事業法（昭和２９年法律

第５１号）第２条第１１項に

規定するガス事業者が設け

るガス管 

各戸引込地下埋設管 １００分の

１００ 

その他のガス管 東邦瓦斯株

式会社に係

るもの 

１００分の

１０ 

 その他のガ

ス事業者に 

１００分の

３０ 



  係るもの  

独立行政法人鉄道建設・運輸

施設整備支援機構が建設し、

又は災害復旧工事を行う鉄

道施設及び鉄道事業法（昭和

６１年法律第９２号）による

鉄道事業者がその鉄道事業

で一般の需要に応ずるもの

の用に供する施設 

 １００分の

１００ 

公共の用に供する通路及び

側溝、路端又は法面に鉄板、

板等を常置する軽易な通路 

 １００分の

１００ 

公職選挙法（昭和２５年法律

第１００号）による選挙運動

のために使用する立札、看板

その他の物件 

 １００分の

１００ 

道路運送法（昭和２６年法律

第１８３号）第３条第１号イ

に規定する一般乗合旅客自

動車運送事業に係る停留所

標識及び待合所（公営企業に

該当するものを除く。） 

 １００分の

１００ 

公共用歩廊（アーケード）  １００分の

１００ 



飲料用水道管（水道法による

ものを除く。） 

 １００分の

１００ 

農業用かんがい用水管（公共

団体又は公共的団体が設け

るものを除く。） 

 １００分の

１００ 

テレビ用アンテナ線（電波障

害対策用） 

 １００分の

１００ 

公園、広場、運動場及び駐車

場として占用するもの 

無料で不特定多数に開放する

場合 

１００分の

１００ 

花壇、掲示板、電光時計等の

うち営利目的でなく道路の

美化及び公衆の利便に著し

く寄与する物件 

 １００分の

１００ 

公共団体が設ける有線電話

柱、架空の電線又は用水管 

 １００分の

１００ 

道路管理者の設ける標識若

しくは街灯又は公安委員会

の設ける標識若しくは信号

機を無償で添加している電

柱又は電話柱 

 １００分の

１００ 

排水管  １００分の

１００ 

水路に設置する接道用出入 

口 

 １００分の 

１００ 



市の管理する道路又は水路

等を渡っているケーブル線

のうち、民地に建っている複

数の共架柱間にあるもの 

 １００分の

１００ 

街灯、電柱等に添加（塗布を

含む。）した看板 

突出看板 １００分の

２５ 

巻付看板 １００分の

４０ 

消火栓標識広告  １００分の

２５ 

有線音楽放送及び有線テレ

ビジョン放送の線 

 １００分の

９０ 

電気通信事業者が設けるパ

ーソナルハンディホンシス

テムに係る無線基地局 

 １００分の

５０ 

その他のもの  別に市長が

定める率 

備考 「東邦瓦斯株式会社」とは、次の法人をいう。 

   住所 名古屋市熱田区桜田町１９番１８号 

   名称 東邦瓦斯株式会社 


